
団体名： 師崎商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 129.8 ％） （達成度 80.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 99.9 ％） Ａ Ａ 上げる 上げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 14.0 ％） （達成度 126.7 ％） Ｂ Ａ 下げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 - ％） （達成度 ％） － － 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

－ － 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 100.7 ％） Ａ Ａ 下げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

電灯料基数 街路灯の維持管理をする
ことで、観光地としての
地域の発展と美観の向上
に努めた。

総
合
評
価

商店街・街づくり
事業

街路灯の環境整備し、明る
い街づくりをすることで地
域の振興とイメージアップ
を図る。

新設基数　　　８基（日間
賀島６基、大井２基）
電灯料基数　１５１基（師
崎７３基、片名１１基、大
井５４基、篠島１３基）

街路灯設置事
業所

街路灯については
ますます老朽化が
進むため、維持管
理と併せＬＥＤ化
を進めていく必要
がある。目標

数値
8

実績
数値

8
目標
数値

150

指標 事
業
者
へ
の

調
査
結
果

指標
新設基数

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
151

目標
数値

1
実績
数値

1
目標
数値

地域団体活動支援団体数

指標
実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

各地域団体や地域
住民の反応も良い
ので、今後も継続
して事業を遂行し
ていく。

各地域団体の取り組む事
業へ補助金を給付し、負
担を軽減することで各事
業を円滑に進め、地域の
ＰＲ等に寄与した。新型
コロナウイルス感染症の
影響により地域イベント
での綿菓子の無料配布は
すべて中止となった。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

南知多町産業を一
同に会し開催する
唯一のお祭りであ
り今後も引続き事
業を実施する。目標

数値
2

実績
数値

-
目標
数値

指標

第３５回南知多町産業ま
つりは新型コロナウイル
ス感染症の影響により中
止となった。

総
合
評
価

－

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

地域振興事業 長引く不況により地域小規模事業者
等の経営は悪化しており、こうした
地域経済状況の改善を図るため地域
経済の支援を行う。また、地域での
祭事やイベントへボランティアで参
加出店することにより、地域住民に
商工会の存在をＰＲすると伴に、小
規模事業者の枠にとらわれずより身
近な団体として認識していただき、
地域振興に繋げることを目的とす
る。

・補助金の支援　1回
①南知多町観光協会大井支
部：大井イルミネーション
事業（5万円）

・地域イベントでの綿菓子
の無料配布　中止

地域小規模事
業者及び一般

住民

指標

指標
個別指導受講者数 講習会に参加した事業者

への知識習得や情報提供
を行なったことで事業者
が資質向上し、また各事
業所の問題等の解決に一
助したことで経営が円滑
化した。

目標
数値

279
実績
数値

39
目標
数値

30

祭典事業 南知多町の商工業、観光業、漁
業、農業等を広く町民に理解し
ていただくとともに町内外への
紹介のため生産物等を展示即売
し、生産性の向上と消費意識の
高揚を図り産業の振興に寄与す
る。

・第３５回南知多町産業ま
つり中止

参加事業所

指標
参加事業所数

講習会等 多様化する経営環境に対応する
ため、小規模事業者にとって必
要な金融・税務・経理・経営・
労働等の知識習得や時事的な問
題についての啓蒙を図り、事業
者の資質の向上と円滑な事業運
営に資することを目的とする。

・講習会の開催
集団指導　７回　３９人
（小規模事業者）
個別指導　２０回　　３８
人（小規模事業者）
※知多南部５商工会合同開
催分も含む

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

1729

実施方法は現行ど
おり行う。
　指導対象者に更
に満足してもらえ
るよう、職員個々
の資質向上に努め
ていきたい。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
38

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

受講者数の維持・
増加に向けて、内
容の検討、周知の
徹底に努めていき
たい。

小規模事業者

指標
集団指導受講者数

事業所指導回数

年間を通して正しい記帳
についての知識が得られ
たと思われる。
　また、経営内容を数字
として把握、活用するこ
とが自社の発展に結びつ
いていくと認識したと思
われる。

総
合
評
価

一般的に経営基盤の弱い小規模
零細企業を中心に、経営指導員
等の商工会職員が事業所へ訪問
し、融資等の金融相談・申告時
期の税務相談・労務相談等経営
全般について様々な相談への指
導をすることにより経営及び技
術の改善を図り、健全な企業を
育成するとともに、創業予定者
を始めとした経営全般に係る相
談窓口の設置により、経営改善
に資する指導を行う。

・巡回指導
実企業数　212社、延べ指導件
数713件
　（うち、創業相談指導　実企
業数2社、延べ指導件数4件）
　
・窓口相談指導
実企業数　298社、延べ指導件
数 1,234件
（うち、創業相談指導　実企業
数4社、延べ指導件数12件）
・課題解決提案件数30件

1947
目標
数値

30

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

目標
数値

192
実績
数値

192
目標
数値

1730
実績
数値

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

記帳継続指導 商工会の職員が、個人事業
主等を対象に正しい記帳方
法の指導と決算・確定申告
の指導を行い、適正な税務
申告と経理の自計化や計数
管理による経営力の向上に
結びつける。

・指導事業所数　　　192件
　指導日数　　　　　1,329日
  指導延べ回数　　1,729回

・記帳指導機械化事務委託事業所数
189件
  記帳継続指導事務委託事業所
3件

・記帳指導機械化事務委託事業所
　　４月～１２月　記帳指導、試算
表作成
　　７月及び１２月～１月　半期源
泉所得税、年末調整指導
　　２月～３月　決算書の作成指導
・記帳継続指導事務委託事業所
　　４月～１２月　記帳指導
　　７月及び１２月～１月　半期源
泉所得税、年末調整指導
　　２月～３月　決算書の作成指導

記帳指導機械
化事務委託及
び記帳継続指
導事務委託の
申込みがある
当商工会管内
の小規模事業

者

指標

指導事業所数

指標

目標
数値

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数
定期的に巡回することで
企業実態の把握ができ、
また企業からの相談事案
もタイムリーに相談・指
導等の対応ができた。

実績
数値

241500
実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

小規模対策事業の
中心事業であり、
今後も積極的に巡
回・窓口指導を実
施していく。

巡回・窓口相談指
導事業

　２０２０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 師崎商工会

得られた効果 備考

　２０２０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 83.4 ％） （達成度 86.3 ％） Ｂ Ａ 下げる 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 349.0 ％） （達成度 569.3 ％） Ａ Ｂ 上げる 上げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 85.6 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 28.6 ％） （達成度 12.0 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ｂ 現行どおり 現行どおり

地域の若者・女性
が減少していくな
かで、活動規模は
縮小していくが、
意欲ある方の資質
向上、地域貢献の
場として活動して
いく。しかし新型
コロナウイルス感
染症拡大防止のた
め、状況を見極め
ながら開催してゆ
きたい。

目標
数値

14
実績
数値

4
目標
数値

83

指標

参加人数
部員の資質向上と部員同
士の協調結束が高められ
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

10

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

指標

在留技能実習生数
小規模事業者の煩雑な事
務軽減による経済活動の
側面的な支援ができた。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
77

入国在留資格等
事務受託事業所数

地域情報の提供や中小・小
規模事業者関連制度を周知
するための広報活動を行
う。

・知多南部５商工会（武豊
町・美浜町・内海・豊浜・
師崎）合同会報
年４回発行（４月20日、７
月１日、９月２０日、１月
１日）
・当商工会単独会報
年２回発行（８月１日、１
１月１５日）

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

小規模対策事業で
あり、意欲のある
企業を重点的に指
導し、引き続き事
業を実施してい
く。

目標
数値

14
実績
数値

14
目標
数値

90

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

新型コロナウイル
ス感染症に関する
経営支援情報な
ど、事業者が求め
ている情報を提供
できる会報となる
よう引き続き努め
ていく。
会報という媒体の
利点を活かせるよ
うなコンテンツを
掲載できるよう努
める。

青年部・女性部事
業

青年部女性部間での交流や
社会福祉を通じて地域との
関わりを持つことにより、
地域社会の発展に寄与する
ことを目的とする。

【青年部】
講習会　2回　3名
地域奉仕活動　0回　0名
親睦活動　0回　0名
【女性部】
観光名所の清掃活動　2回
7名
地域行事への参加　0回　0
名
講習会　0回　0名

青年部・女性
部員

指標

事業の開催回数

指標

定期的な情報提供により、
知り得た情報を事業に活か
し、経営が円滑化した。
合同会報・単独会報それぞ
れの特性を見直し、会員事
業所の紹介や地域のPRは合
同会報に掲載するなど、各
会報に適した情報を掲載で
きるよう努めた。

目標
数値

6
実績
数値

6
目標
数値

雇用促進事業

商工会が監理団体として事業主
と協定を結び、外国人技能実習
生の入国在留資格・在留諸申請
に関する各種届出等の事務手続
及び受入外国人の労働事務等全
般の事務手続を行うことによ
り、中小事業主の事務処理の負
担軽減を目的とする。

①在留資格等事務受託事業
所数　１４企業
②対象外国人従業員数　７
９名 地域内小規模

事業者等

指標

小規模事業者
及び一般の方

指標

会報発行数
調査・広報事業

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

新型コロナウイルス感
染症に関する情報は、
数が多く更新が追い付
かないことがあるた
め、更新できる職員を
増やし、更新体制を強
化する。
また観光情報と会員事
業所情報の強化を図
り、地域への客足増加
へ寄与する。
その他、アクセス解析
ツール「Google
Analytics」を活用し
てホームページ上にお
けるユーザーの動きを
解析し、情報のニーズ
を的確に把握して、
ホームページの更新内
容へと反映させ、発信
する情報の質の向上を
図る。

目標
数値

50,000
実績
数値

174,480
目標
数値

25,000

指標

年間セッション数

令和元年7月よりホーム
ページをリニューアルし
てマルチデバイス化した
ことで、スマートフォン
からのアクセス数が増加
した。
更に、新型コロナウイル
ス感染症に関する経営支
援情報を随時掲載・更新
したことで、目標を大幅
に上回るアクセス数へと
つながった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

142,335

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

新型コロナウイル
ス感染症による来
客数の減少を食い
止め、状況の好転
につなげるべく広
告宣伝を強化する
などして来訪者数
の増加をはかって
いく。

目標
数値

90,000
実績
数値

75,050
目標
数値

100,000

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

指標
売上高(単位：千円)

当地域の水産物等特産品
の販売が促進された。
朝市来訪者が地域の活魚
料理店や民宿旅館へも立
ち寄る波及効果があっ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
86,286

情報化推進事業 情報通信技術を活用して、
会員事業者等が有益な経営
情報を取得したり、ビジネ
スチャンスの拡大や、経営
の質を高めるための取り組
みを実施し、商工業の活性
化に寄与する。

・ホームページページ
ビュー数
（ページが表示された回
数）
　年間174,480
（令和2年4月1日～
　令和3年3月15日）
・ホームページセッション
数
（ページへの訪問者数）
　年間142,335
（令和2年4月1日～
　令和3年3月15日）

小規模事業者
及び一般の方

指標

年間ページビュー数

産業活性化事業 水産資源の豊富な当地域
で、この地域でしか手に入
らない新鮮な魚介類や地域
特産品等を提供する場を確
保し、新たな地域の観光拠
点とし地域活性化を図る。

朝市利用者数　75,050人
朝市売上高（14店舗合計）
86,286,000円
毎月第３日曜日に海鮮汁等
の無料配布（計2回）

朝市出店者
（14事業所）

指標
利用者数

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 師崎商工会

得られた効果 備考

　２０２０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 36.8 ％） （達成度 33.1 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 87.9 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 106.2 ％） （達成度 125.0 ％） Ａ Ａ 上げる 上げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 97.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 94.0 ％） （達成度 89.8 ％） Ｂ Ｂ 上げる 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標
数値

84
実績
数値

79
目標
数値

550

指標

在留技能実習生数
技能実習生の受入により
組合員の国際的人材の育
成及び経済活動の促進支
援ができた。
商品券の発行により地区
外への消費流出の抑制と
組合員の売上増加の一助
となった。実績

数値
494

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

次年度も現行どお
り行っていきたい
と考えている。

現在の技能実習生
受入事業所へ継続
的な受入募集を実
施していく。総

合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

産業団体事業 東海愛知経営支援協同組合
及び南知多町商業協同組合
の活動をサポートし、事業
運営に協力することによ
り、国・地方公共団体、地
域社会への貢献や発展の一
助となり、ひいては商工業
の活性化に資することを目
的とする。

①外国人実習生受入事業(入
国在留資格等事務受託事業
所数)　79事業所
在留技能実習生数　494人
②共同購買・通信回線団体
割引共同利用事業
③福利厚生事業
④特定技能外国人受入事業

愛知県内組合
員（463企業）

指標

在留資格等事務受託事業所

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

青色申告会・法人
会事業

 青色申告会の税務支援団
体・地域貢献団体の活動を
サポートし、事業運営に協
力することにより、国・地
方公共団体、地域社会への
貢献や発展のための一助と
なり、ひいては、商工業の
活性化に資することを目的
とする。

①青色申告会加入件数　４２件
②会費の集金（４月２８日～５月２
８日まで実施し６月１５日に本部へ
送金）
③源泉所得税実務指導会の開催（６
月２６日～７月７日）　８日間開催
④年末調整指導会の開催（１２月２
２日～１月７日）　４日間開催
⑤所得税、消費税相談会の開催（２
月２４日～３月５日）　８日間開催
⑥会報の配布（６月、９月、１月）
３回配布

青色申告会師
崎支部の会員

指標

青色申告会の事業所加入数

目標
数値

43
実績
数値

42
目標
数値

指標

青色申告会の税務支援団
体・地域貢献団体の活動
をサポートすることがで
きた。

総
合
評
価

Ａ

目標
数値

81
実績
数値

86
目標
数値

労働保険事務受託企業数

指標

社会保険事務受託企業数
労働指導に関する
小規模対策事業の
柱となる事業であ
り、労働指導全般
の指導として引続
き事業を実施して
いく。

小規模事業者の煩雑な事
務軽減による経営活動の
側面的な支援ができた。

総
合
評
価

Ａ

24
実績
数値

30

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

健康診断実施回数

部会・委員会事業 商業・工業などの各部会や
税務委員会などの活動を行
い、部会・委員会参加企業
の発展に資することを目的
とする。

・会議及び講習会の開催
商業部会　　年2回出席者8名
工業部会　　年0回出席者 0名
観光部会　　年1回出席者2名
水産部会　　年0回出席者0名
税務委員会 年4回出席者38名
（開催合計7回・出席者数合計
48名）

企業の健全な育成
事業のため、今後
も継続して推進す
る。

目標
数値

4
実績
数値

4
目標
数値

240

指標

健康診断受診者数

労働安全衛生法第６６条の
規定による従業員の健康診
断を小規模事業者等に周知
し、実施することにより、
従業員の健康増進と健康管
理意識を高めることができ
た。
小規模事業者の経営・雇用
の持続的な安定を図るた
め、各種共済制度の普及や
従業員の退職金確保等、企
業の健全な育成支援を行っ
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

211

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

継続して事業を行
なうことで、組織
の結束力を高めて
いく。

労働保険事業 事業主等の委託を受けて、事業
主に代わって労働保険料の申告
納付その他労働保険に関する各
種の届出等の事務手続及び社会
保険・愛知建連国民健康保険組
合の各種の届出等の事務手続を
行うことより、中小事業主の事
務処理の負担を軽減し、労働保
険の適用促進及び労働保険料の
適正な徴収を図ることを目的と
する。（一人親方等特別加入者
団体含む）

労働保険８６企業、一人親
方等労働保険３３企業の年
度更新（保険料の申告）及
び労働保険料の徴収・納付
（３期）労働保険各種届出
手続。社会保険３１企業の
算定基礎届作成、社会保険
各種届出手続。愛知建連国
民健康保険組合１企業の保
険料の徴収・納付、国民健
康保険各種届出手続。

地域内小規模
事業の委託事

業所

指標

指標
出席者数

各部会、委員会が開催す
る講習会に小規模事業者
が参加し、学び得たこと
を事業に活かすことで経
営が円滑化した。

目標
数値

19
実績
数値

7
目標
数値

145

福利厚生事業 医療制度改革及び労働安全衛生
法第６６条の規定による従業員
の健康診断を小規模事業者等に
周知し、もって集団検診を実施
する。また、中小企業、小規模
企業の経営・雇用の持続的な安
定を図るために、各種共済制度
の普及や従業員の退職金等の確
保等、企業の健全な育成に資す
ることを目的とする。

・健康診断事業
　４回実施、２１１名受診
・各種共済制度の普及及び
促進
小規模企業共済２３７人・
倒産防止共済１６企業・中
退金共済３７企業・特定退
職金共済１２企業・中小企
業共済２５９企業

管内小規模事
業者

指標

師崎商工会管
内の小規模事

業者

指標
開催回数

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
48

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


